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ごあいさつ

　東京学芸大学では、本学の運営を支えてくださる皆様に

向けて、透明性の高い決算情報を提供すること、そして国

立大学法人会計基準について理解を深めていただくこと

を目的として、平成 24 年度決算より「財務レポート」を発

行するとともにホームページ上で公表しております。

　このたび、本学の平成 27 年度決算について文部科学大

臣の承認を得ましたので、通算第 4 号となる「財務レポー

ト 2016」をお届けいたします。

　平成 27 年度は、第 2 期中期目標期間の最終年度に当た

り、国立大学法人を取り巻く情勢は一層厳しさを増しています。

　特に、「大学改革促進係数」による一般運営費交付金の毎年度１％の削減は、他の国立大学法

人よりも人件費比率が高い本学の財政状況に大きな影響を及ぼしています。

　こうした状況の中、引き続き積極的な外部資金の獲得や管理的経費の節減を図るとともに、

平成 27 年度学内予算の編成に当たっては、「教育研究経費見直しワーキンググループ」におけ

る議論の状況を踏まえ、教育の総合大学として、教育研究活動を一層活性化させること、さら

には、学長のリーダーシップ発揮を反映した重点配分事項を設ける等、メリハリのある予算配

分計画を立案、実施いたしました。

　具体的に増額した案件として、「教育研究整備充実費（授業に使用する設備備品費）」、「図書

館改修に伴う設備備品費」及び「年俸制対応のためのシステム更新費」等が挙げられます。

　また、学内資源の再配分として、従来の予算執行状況調査を強化し、集約した財源で補正予

算を組み、①講義棟の教室整備、②学寮の環境整備、③学内施設の維持改善等を中心に予算の

再配分を行いました。

　今後とも、このような取組などを通じて、決算情報についても本学の経営、運営に反映させ、

より一層、教育・研究・社会貢献を中心に充実を図るとともに、自主的・戦略的な大学運営の

実現を目指して努力したいと考えております。

　皆様におかれましては、本学の状況について、一層のご理解を頂きますとともに、引き続き

温かいご支援・ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

東京学芸大学理事 （財務・労務担当） 

中 村  信 一
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■教育に関する取組

文部科学省特別経費事業
　文部科学省からおよそ2億4千5百万円の特別経費の措置を受け、「日本における次世代対応型教
育モデルの研究開発」、「附属学校と協働した教員養成系大学による『経済的に困難な家庭状況にある
児童・生徒』へのパッケージ型支援に関する調査研究プロジェクト」といった本学のビジョンに特化
した9つのプロジェクトを実施し、それぞれ着実に成果を上げています。

芸術・スポーツ科学系研究棟7号館の改修
　芸術・スポーツ科学系研究棟7号館は、昭和48年に旧耐震基準で建築されたため、耐震性が不足
していました。
　また、経年による老朽化が進み、教育研究活動に対する機能が著しく低下していました。
　そのため、これらの改善を図ることを目的として全面改修を行った結果、耐震性はもちろんのこと、
防火区画も整備され、さらには防音性能も向上しました。

1.平成27事業年度の主な取組

Before After

「附属学校と協働した教員養成系大学による『経済的に困
難な家庭状況にある児童・生徒』へのパッケージ型支援
に関する調査研究プロジェクト」における「平成 27 年
度成果報告シンポジウム 〜教育支援の循環が創りだす包
摂型社会をめざして〜」の様子です。

「日本における次世代対応型教育モデルの研究開発」
では、21 世紀に必要なスキル、態度・価値の育成に繋
がる授業実践例を、附属小・中学校の全教科等につい
てビデオ収録するとともに、映像教材として活用しても
らうために授業動画配信システムを構築中であり、教
室全景、教師、児童生徒の映像や教師、研究者からの
コメント等が発信される予定です。



3

■社会との連携

図書館カフェ「note cafe」の設置
　平成27年5月、東京学芸大学附属図書館
1階にカフェ「note cafe」が新規開店しま
した。
　図書館の耐震改修工事に合わせて企画さ
れ、施設・設備は大学が整備し、運営は地域
の業者に委託しています。
　学生の利用及び本学教職員の福利厚生の場
であるとともに、広く本学の地域連携の拠点
に位置づけ、地域の人々が集い、交流の場と
して機能しています。

「学芸大クラブ」
　「学芸大クラブ」は、地元小金井市と東京フットボールクラブ株式会社（FC東京）との連携により、
スポーツ・文化事業を通した社会貢献を推進することを目的として、平成16年度に開設されました。
　「学芸大クラブ」では、毎年恒例の取組として、春・秋2期「サッカー教室」を、3月に「ウォーキン
グ教室」及び「ジュニア陸上」を実施しています。
　平成27年度のトピックスとしては、附属小金井中学校の放課後と休日に活動するFC東京ジュニ
ア・サッカーチーム「アンダー 15むさし」の活動に貸与している同校グラウンドの人工芝について、
FC東京の寄贈により張替えが行われました。



4

（単位：百万円）

H26年度 H27年度 差　額

固定資産 169,127 167,937 ▲ 1,190
1.有形固定資産 169,074 167,879 ▲ 1,194
　土地 148,897 148,897 0
　建物 14,281 13,338 ▲ 943
　構築物 1,309 1,256 ▲ 53
　工具器具備品 975 768 ▲ 206
　図書 3,590 3,598 7
　建設仮勘定 0 2 2
　その他有形固定資産 19 18 ▲ 0
2.無形固定資産 6 13 6
　ソフトウェア 4 10 6
　その他無形固定資産 2 3 0
3.投資その他の資産 46 44 ▲ 2
　長期貸付金 46 44 ▲ 2
　その他の資産 0 0 ▲ 0
流動資産 3,631 2,295 ▲ 1,335
現金及び預金 3,501 2,136 ▲ 1,364
未収学生納付金収入 29 31 1
未収入金 69 90 20
前渡金 12 8 ▲ 3
前払費用 13 22 8
その他 3 5 1

172,759 170,233 ▲ 2,525
※単位未満を切り捨てているため、合計額が一致しない場合があります。

資産合計

資産の部

土地  87.5%

建物  7.8%
図書  2.1%

流動資産  1.4% 構築物  0.7%

上記以外の資産
0.5%

貸借対照表の概要（資産）
　貸借対照表は、国立大学法人の財政状態を明らかにするため、決算日（毎年３月31日）におけるすべての資
産、負債及び純資産を表示するものです。

2.平成27事業年度決算について

資産の内訳

資産　170,233百万円（対前事業年度比　▲2,525百万円（1.5％減））
　主な増減要因として、固定資産においては、芸術・スポーツ科学系研究棟7号館、附属世田谷小学校の児童館等
の改修工事やFC東京の寄附による附属小金井中学校グラウンド人工芝張替えに伴う資産取得額よりも、減価償却
累計額の増加が上回ったことにより減少しました。
　流動資産においては、中期目標期間最終年度であり複数年度にまたがる資金の入金が少なかったこと、前年度よ
り繰り越した資金（退職給付、目的積立金及び不動産処分収入）を全て執行したこと及び予算の早期執行による年
度を超える未払金の大幅な減少により、現金及び預金が1,364百万円（39.0％）減少しました。

主な増減理由（資産）

建物
芸術・スポーツ科学系研究棟
7号館の改修等に伴う資産の
取得額よりも減価償却累計額
が上回ったことによる減少

構築物
附属小金井中学校グラウンド
の人工芝張替等に伴う資産の
取得額よりも除却額及び減価
償却累計額が上回ったことに
よる減少

工具器具備品
附属図書館用什器の購入等に
伴う資産の取得額よりも減価
償却累計額が上回ったことに
よる減少

現金及び預金
予算の早期執行により年度を
超える未払金が減少したこと
等が要因となり、現金及び預
金が減少

固定資産
固定資産として分類する
基準は、耐用年数１年以
上で取得金額 50 万円以
上となります。

図書
雑誌・電子書籍以外の図
書館で管理している書籍
は、金額に関わらず資産
計上します。使用期間中
には減価償却せず、除却
時に費用処理を行います。

長期貸付金
教職特待生の教職給付金
及び新教員養成コースの
特別給付金です。

前渡金
外国雑誌の前払金です。
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（単位：百万円）

H26年度 H27年度 差　額

固定負債 6,818 6,601 ▲ 217
資産見返負債 6,710 6,579 ▲ 130
引当金 19 22 2
長期未払金 89 0 ▲ 89
流動負債 3,725 2,523 ▲ 1,201
運営費交付金債務 379 0 ▲ 379
寄附金債務 336 379 43
前受受託研究費等 9 90 80
前受金 500 510 9
預り金 373 407 34
未払金 2,117 1,125 ▲ 991
未払消費税等 4 4 0
引当金 3 3 0

10,544 9,125 ▲ 1,418
H26年度 H27年度 差　額

資本金 164,807 164,807 0
資本剰余金 ▲ 2,949 ▲ 3,959 ▲ 1,010
資本剰余金 9,102 9,137 35
損益外減価償却累計額 ▲ 12,031 ▲ 13,077 ▲ 1,045
損益外減損損失累計額 ▲ 19 ▲ 19 0
利益剰余金 357 260 ▲ 96

235 235 0
目的積立金 49 0 ▲ 49
積立金 15 53 38
当期未処分利益 57 ▲ 28 ▲ 85

162,215 161,108 ▲ 1,106

172,759 170,233 ▲ 2,525
※単位未満を切り捨てているため、合計額が一致しない場合があります。

負債の部

負債合計

純資産の部

負債・純資産合計

前中期目標期間繰越積立金

純資産合計

上記以外の負債
5.5%

資産見返負債
72.1%

未払金  12.3%

前受金  5.6%

預り金  4.5%

貸借対照表の概要（負債・純資産）

負債の内訳

負債　9,125百万円（対前事業年度比　 ▲1,418百万円（13.5％減））
　主な増減要因として、資産の取得が減少し、減価償却が進んだことに伴う資産見返負債が減少したことにより、
固定負債が217百万円（3.2％）減少しました。
　流動負債については、中期目標期間最終年度に伴う予算の早期執行により、未払金が991百万円（46.8％）減少
したことなどにより、1,201百万円（32.3％）減少しています。

純資産 161,108百万円（対前事業年度比　▲1,106百万円（0.7％減））
　主な増減要因として、損益外減価償却累計額（施設費、目的積立金で取得した資産及び法人移行時の承継資産の
減価償却費）が1,045百万円（8.7％）減少しました。

主な増減理由（負債）

資産見返負債
自己収入・運営費交付金を財
源とした取得資産が減り、減価
償却が進んだことによる減少

長期未払金
リース料のうち、１年以内に
支払う額を未払金に全て振り
替えたことによる減少

運営費交付金債務
中期目標期間最終年度に伴う
精算による減少

前受受託研究費等
次期に繰り越す前受受託研究
費の増加

未払金
中期目標期間最終年度に伴う
早期執行による減少

主な増減理由（純資産）

損益外減価償却累計額
施設費、目的積立金で取得し
た資産及び法人移行時の承継
資産の減価償却費分の減少

資産見返負債
運営費交付金、授業料、寄
附金等を財源として償却
資産を取得した場合､ 取
得額と同額の各債務を収
益化せずに負債勘定に振
り替えます。

寄附金債務
寄附金は特定の目的のた
めに寄附されるものであ
り、その責務を負ってい
ると考え、受入時には負債

（債務）に計上し、その目
的のために使用するたび
に収益に振り替えます。

前受受託研究費等
前受受託研究費等は受託
研究費、共同研究費、受託
事業費で、次年度に使用
する資金が既に入金され
ているものです。

資本剰余金
国から出資された資産や
施設費及び目的積立金を
財源として取得した償却
資産を計上します。
なお、当該資産の減価償
却費については損益計算
書に費用計上されず、貸
借対照表の損益外減価償
却額として償却費相当額
を減額します。
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人件費
75.9%

教育経費
15.2%

一般管理費
3.0%

研究経費
2.5%

教育研究支援経費
2.4%

上記以外の費用
1.0%

運営費交付金収益
63.7%

授業料収益
23.5%

入学金・検定料収益
4.2%

資産見返負債戻入
2.9%

寄附金収益
2.0%

上記以外の収益
3.7%

損益計算書の概要
　損益計算書は、国立大学法人の運営状況を明らかにするため、一事業年度（4月1日から翌年3月31日）に
属する国立大学法人のすべての費用とそれに対応する収益とを記載して当期総利益を表示するものです。

経常費用 経常収益

（単位：百万円）

H26年度 H27年度 差　額

経常費用 12,811 13,057 246
教育研究支援経費 業務費 12,403 12,664 261 教育経費

　教育経費 1,882 1,983 100
　研究経費 436 331 ▲ 104 研究経費

　教育研究支援経費 374 313 ▲ 60
　受託研究・事業費 87 125 37 人件費

　人件費 9,623 9,911 287
資産見返負債戻入 一般管理費 405 389 ▲ 15

財務費用等 1 3 1
経常収益 12,868 12,983 114 運営費交付金収益

運営費交付金収益 8,095 8,269 173
授業料収益 2,988 3,048 60
入学金・検定料収益 558 551 ▲ 7 施設費・補助金等収益

講習料収益 53 54 1
受託研究・事業収益 87 125 37

臨時利益 寄附金収益 237 254 16
施設費・補助金収益 259 114 ▲ 144
資産見返負債戻入 378 376 ▲ 1
その他収益 209 188 ▲ 21
経常利益（損失） 57 ▲ 74 ▲ 132

目的積立金取崩額 臨時利益 0 3 3 目的積立金取崩額の内訳

57 ▲ 70 ▲ 128
目的積立金取崩額 0 42 42

57 ▲ 28 ▲ 85
※単位未満を切り捨てているため、合計額が一致しない場合があります。

区分

臨時利益の内訳

当期純利益（純損失）

当期総利益（当期総損失）

経常費用　13,057百万円（対前事業年度比　246百万円（1.9％増））
　経常費用の主な増減要因として、人事院勧告による給与の増額改定や退職者の増加等により、前年度に比べ人件
費が287百万円（3.0％）増加しました。
経常収益　12,983百万円（対前事業年度比　114百万円（0.9％増））
　経常収益の主な増減要因として、プロジェクト経費である特別運営費交付金の交付額増加に伴い、運営費交付金
収益が173百万円（2.1％）増加しました。
当期総損失　▲28百万円（対前事業年度比　85百万円（149.1％減））
　損失を計上した主な要因は、退職手当の不足によるものです。常勤教職員の退職手当は、その全額が運営費交付
金により措置されるものですが、実際の所要額に対し予算措置された額が63百万円不足していたため、最終的に
28百万円の当期総損失となりました。なお、この損失計上は、国立大学法人会計基準上は特に問題無く、不足分は
平成28年度の運営費交付金で補填され、平成28年度決算では収益となる見込みです。

主な増減理由（経常費用）
教育経費
奨学費の増加
研究経費
消耗品費の減少
人件費
人事院勧告による給与の増額改定、 
退職者の増加等による増加

主な増減理由（経常収益）
運営費交付金収益
プロジェクト経費である特別運営費交
付金の交付額増加による増加
施設費・補助金等収益
施設費・補助金の受入額の減少による
減少

臨時利益の内訳
年俸制導入促進費　１百万円

（第3期への繰り越し分）
定員超過分の授業料相当額　2百万円

（平成28年度に国庫へ納付）

目的積立金取崩額の内訳
附属図書館改修工事
芸術・スポーツ科学系研究棟
7号館等改修工事
舞踊場舞台照明改修工事
情報教育支援用機材購入

教育研究支援経費
大学全体の教育・研究
活動を支援するために
設置され、学生教職員
共に利用する図書館、
情報処理センターの運
営に要する経費です。

資産見返負債戻入
運営費交付金、授業料、
寄附金、補助金等の財
源での資産取得時に、
固定負債の資産見返勘
定に計上し、減価償却
に合わせて取崩、収益
計上することで損益を
均衡させています。

臨時利益
中期目標期間の最終年
度に、運営費交付金を
精算することによって
計上される利益です。

目的積立金取崩額
目的積立金の活用事業
で、固定資産の取得以
外に使われた費用(工
事費・什器等)を振り
替えて取り崩します。
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（単位：百万円）

H26年度 H27年度 増減

Ⅰ業務活動によるキャッシュ･フロー ▲ 303 ▲ 80 223

業務活動 　原材料、商品又はサービスの購入による支出 ▲ 3,007 ▲ 1,978 1,028

　人件費支出 ▲ 9,163 ▲ 9,906 ▲ 743

　その他の業務支出 ▲ 359 ▲ 358 1

　運営費交付金収入 7,886 7,912 25

　授業料収入 2,931 2,904 ▲ 26

　入学金収入 431 421 ▲ 9

　検定料収入 118 116 ▲ 2

　受託研究等収入 36 128 91

　受託事業等収入 49 58 9

　寄附金収入 296 292 ▲ 4

　補助金等収入 196 106 ▲ 89

　預り金の増減 19 ▲ 27 ▲ 47

　その他収入 259 251 ▲ 7

投資活動

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 1,793 305 2,098

　定期預金の預入による支出 ▲ 8,200 ▲ 2,600 5,600

　定期預金の払戻による収入 6,700 4,100 ▲ 2,600

　有形固定資産の取得による支出 ▲ 1,781 ▲ 1,400 380

　無形固定資産の取得による支出 0 ▲ 2 ▲ 2

　施設費による収入 1,518 201 ▲ 1,316

　施設費の精算による返還金の支出 ▲ 37 0 37

　利息の受取額 7 6 ▲ 0

　

Ⅲ財務活動によるキャッシュ･フロー ▲ 90 ▲ 89 0

　リース債務の支払額 ▲ 88 ▲ 88 0

　利息の支払額 ▲ 1 0 0

財務活動

Ⅳ資金に係る換算差額 － － －

Ⅴ資金の増加高 ▲ 2,187 135 2,322

Ⅵ資金期首残高 4,188 2,001 ▲ 2,187

Ⅶ資金期末残高 2,001 2,136 135

※単位未満を切り捨てているため、合計額が一致しない場合があります。

区　　　分

キャッシュ・フロー計算書の概要
　キャッシュ・フロー計算書は、国立大学法人の一事業年度（4月1日から翌年3月31日）における資金（キャッ
シュ）の流れ（フロー）を「業務活動」・「投資活動」・「財務活動」の三つの区分に表示するものです。
　キャッシュ・フロー計算書は、損益計算書の費用と収益には表れない借入や出資、資産購入などを含めた資
金の流れを示すとともに、一事業年度に資金（現金・預金）がどれだけ増減したかを明らかにするものです。

業務活動
国立大学法人の通常の
業務である「教育研究」
を実施した結果、資金
がどれだけ増減したか
を表す項目です。
平成26年度及び平成
27年度は、平成25年
度に土地を売却して得
た収入を繰り越して使
用したことによりマイ
ナスになっています。

投資活動
固定資産や有価証券等
の取得や売却等、将来
の運営基盤の確立に係
る資金の増減を表す項
目です。
平成27年度は、平成
26年度に預け入れた
定期預金が払い戻され
たことが主な要因とな
り、プラスとなってい
ます。

財務活動
借入金等（リース債務
含む）、利息の支払等、
資金の調達及び返済を
表す項目です。
この項目の合計額がマ
イナスの場合は、借入
金等の返済が進行した
ことを示しています。
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（単位：円）

　Ⅰ　当期未処理損失

　当期総損失

　Ⅱ　損失処理額

　積立金取崩額

　Ⅲ　積立金振替額

　前中期目標期間繰越積立金

　Ⅳ　利益処分額

　積立金

平成27年度利益処分の流れ

※1

※2

※3

※4

28,313,701

235,228,917

235,228,917

28,313,701

利益の処分に関する書類の概要

平成27年度利益処分の流れ

当期未処理損失

損失処理

利益処分

前中期目標期間繰越積立金
を積立金に振り替える

平成27年度は、退職手当が不足したことにより
28,313,701円の損失が発生しています（※１）。

発生した損失を「積立金」（※２）を取り崩すことによっ
て補填します。

平成27年度は、第2期中期目標期間の最終年度に当
たるため、「国立大学法人会計基準」に基づき「前中期
目標期間繰越積立金」（※３）を「積立金」に振り替え
ます。

ここまでの過程で発生した「積立金」は、「国立大学法
人会計基準」に基づき国庫納付するか、又は次期中期
目標期間に繰り越すことになります（※４）。

※１　常勤教職員の退職手当は、その全額が国からの運営費交付金により措置されるものです。
　　　よって、不足分は平成28年度の運営費交付金で精算され、平成28年度決算では収益となる見込みです。

※２　「積立金」とは、国立大学法人特有の会計処理等によって生じる形式的な利益であり、現金の裏付けがありません。
　　　そのため、損益計算上の損失補填に充てることは可能ですが、現金支出は不可能です。

※３　「前中期目標期間繰越積立金」とは、第1期中期目標期間より繰り越した積立金です。

※４　�今回処分する235,228,917円は、全額現金の裏付けがありません。そのまま次期中期目標期間に繰り越し、第3
期中期目標期間においては「前中期目標期間繰越積立金」となり、「積立金」（※２）と同様のものとして扱われる予
定です。
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（単位：百万円）

26年度 27年度 増減

Ⅰ　業務費用

　(１)　損益計算書上の費用 12,811 13,057 246

　　　　業務費 12,403 12,664 261

　　　　一般管理費 405 389 ▲ 15

　　　　財務費用 1 0 ▲ 0

　　　　雑損 0 2 1

　(２)　（控除）自己収入等 ▲ 4,269 ▲ 4,392 ▲ 122

　　　　授業料収益 ▲ 2,988 ▲ 3,048 ▲ 60

　　　　入学料収益 ▲ 439 ▲ 434 5

　　　　検定料収益 ▲ 118 ▲ 116 2

　　　　講習料収益 ▲ 53 ▲ 54 ▲ 1

　　　　受託研究等収益 ▲ 40 ▲ 48 ▲ 8

　　　　受託事業等収益 ▲ 47 ▲ 76 ▲ 29

　　　　寄附金収益 ▲ 237 ▲ 254 ▲ 16

　　　　財務収益 ▲ 7 ▲ 6 0

　　　　雑益 ▲ 136 ▲ 138 ▲ 2

　　　　資産見返運営費交付金等戻入 ▲ 110 ▲ 115 ▲ 5

　　　　資産見返寄附金戻入 ▲ 90 ▲ 97 ▲ 7
　

　業務費用合計 8,541 8,665 124

Ⅱ　損益外減価償却等相当額 1,127 1,169 42

Ⅲ　損益外除売却差額相当額 0 48 48

Ⅳ　引当外賞与増加見積額 27 1 ▲ 25

Ⅴ　引当外退職給付増加見積額 ▲ 1,144 ▲ 889 254

Ⅵ　機会費用 644 0 ▲ 643

　　　政府出資等の機会費用 633 0 ▲ 633

Ⅶ　国立大学法人等業務実施コスト 9,195 8,995 ▲ 199

※単位未満を切り捨てているため、合計額が一致しない場合があります。

　　　れた使用料による貸借取引の機会費用
　　　国または地方公共団体の無償又は減額

▲ 1010 0

区　　　分

国立大学法人等業務実施コスト計算書の概要
　国立大学法人等業務実施コスト計算書は、納税者である国民皆様への国立大学法人等の業務に対する評価及
び判断に資するため、一事業年度に属する国立大学法人等の業務に関しその実施コストに係る情報を一元的に
集約し表示するものです。
　国立大学法人等業務実施コスト計算書は、国立大学法人の業務運営に当たっての国民負担額を集計したもの
です。国立大学法人の損益計算書の損益は、法人の業績を示すものであり必ずしも国民負担（納税）額とイコー
ルではないので、損益計算書の業務費用から次の事項について調整を行います。

　　１．自己収入を差引きます（運営費交付金等を財源としたものは除く）。
　　２．国立大学法人会計特有の処理であり、損益計算書に含まれない国民負担となるコストを計上します。
　　３．国等の財産を利用することにより優遇されたコストを計上します。

損益外減価償却等相当額
国から出資された資産等
にかかる減価償却相当額
であり、この額は国立大
学法人会計上、損益計算
書の費用に計上しないこ
ととなっており、この減
価償却相当額を国立大学
法人のコストと認識し計
上します。

引当外賞与・退職給付
増加見積額
国立大学法人の常勤教職
員の賞与及び退職手当は、
運営費交付金で措置され
ており国立大学法人会計
上、引当金を計上しませ
んが、国民の負担となる
ことからコストと認識し
計上します。

機会費用
国立大学法人等は、国や
地方公共団体から財産を
無償又は通常より安価な
価格で使用したり、政府出
資を受けることがあります
が、これにより発生するコ
ストは損益計算書上に反
映されていません。国民に
とって得られるはずの利益

（賃料等）を失っていると
考えられるため、これを機
会費用として計上します。
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（単位：百万円）

予算額 決算額
差額

(決算ー予算)

収　入

運営費交付金 7,912 7,912 －

施設整備費補助金 156 160 3

補助金等収入 86 106 20

国立大学財務・経営センター施設費交付金 41 41 －

自己収入 3,950 3,704 ▲ 246

　授業料、入学料及び検定料収入 3,707 3,416 ▲ 291

　財産処分収入 44 44 －

　雑収入 198 243 44

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 459 499 40

目的積立金取崩 68 68 －

計 12,675 12,492 ▲ 182

支　出

業務費

　教育研究経費 11,931 12,118 187

施設整備費 197 201 3

補助金等 86 106 20

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 459 373 ▲ 86

計 12,675 12,799 124

　 － ▲ 307 ▲ 307

※単位未満を切り捨てているため、合計額が一致しない場合があります。

収入ー支出

区　　　分

運営費交付金
63.3%自己収入  29.7%

産学連携・寄附金収入等
4.0%

施設整備費補助金
1.3%

補助金等収入  0.8%

上記以外の収入
0.9%

教育研究経費
94.7%

産学連携・寄附金事業費
2.9%

施設整備費  1.6%

補助金等  0.8%

決算報告書の概要
　決算報告書は、財務諸表に添付して文部科学大臣に提出される報告書です。国立大学法人は、国から独立し
た組織として、企業会計によって会計処理を行い、財務諸表を作成し開示することが求められていますが、一
方で運営資金の大部分が国からの財源措置で賄われるため予算区分による管理も求められ、予算執行状況を表
す決算報告書の作成が義務づけられています。
　決算報告書は予算の区分で作成し、予算計画と対比して執行状況を表す書類であり、基本的に現金主義で作
成されます。また、予算額とは年度計画予算と同一のものであり、年度計画における予算と対比して表すこと
により、国立大学法人の運営状況について国における会計認識基準のベースで表示することになります。なお、
決算報告書における「収入―支出」は、当該年度の収入から算出された数字であり、これがそのまま利益又は損
失となるものではありません。

収　入 支　出
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運営費交付金交付額

区　分 H23 H24 H25 H26 H27

一般運営費交付金 7,411 6,874 6,830 7,268 7,187

特別運営費交付金 171 342 468 167 375

特殊要因運営費交付金 865 867 701 450 349

計 8,448 8,085 8,000 7,886 7,912

※単位未満を切り捨てているため、合計額が一致しない場合があります。

○一般運営費交付金は、給与改定臨時特例法の趣旨を踏まえた給与減額措置の影響により、Ｈ２４及びＨ２５について

　減少しています。

○特別運営費交付金はプロジェクト単位で採択されること、特殊要因運営費交付金は、その年度の退職手当で

　あることから、年度ごとの増減が大きくなっています。

…一般運営費交付金
…特別運営費交付金
…特殊要因運営費交付金

(単位：百万円)

 3．運営費交付金について

概要

運営費交付金交付額

区　分 H23 H24 H25 H26 H27

一般運営費交付金 7,411 6,874 6,830 7,268 7,187

特別運営費交付金 171 342 468 167 375

特殊要因運営費交付金 865 867 701 450 349

計 8,448 8,085 8,000 7,886 7,912

※単位未満を切り捨てているため、合計額が一致しない場合があります。

○一般運営費交付金は、給与改定臨時特例法の趣旨を踏まえた給与減額措置の影響により、Ｈ２４及びＨ２５について

　減少しています。

○特別運営費交付金はプロジェクト単位で採択されること、特殊要因運営費交付金は、その年度の退職手当で

　あることから、年度ごとの増減が大きくなっています。

…一般運営費交付金
…特別運営費交付金
…特殊要因運営費交付金

(単位：百万円)

　　運営費交付金は、国立大学法人の業務運営のために国から措置される財源であり、大きく三つに
　分類することができます。諸要因により交付額は変動しますが、減少傾向にあるため、さらなる
　経営努力が求められています。
　
　　①「一般運営費交付金」　　…国立大学の教育研究を実施する上で必要となる最も基盤的な経費
　　　　　　　　　　　　　　　　です。主として退職手当を除く人件費に充てられます。
　　②「特別運営費交付金」　　…各大学の特性に応じた意欲的な取組や新たな教育研究ニーズへの
　　　　　　　　　　　　　　　　対応を支援するために交付される経費です。
　　③「特殊要因運営費交付金」…常勤教職員の退職手当等のように国が措置する義務的経費です。

0
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H23 H24 H25 H26 H27

億円
運営費交付金の推移

○�一般運営費交付金は、給与改定臨時特例法の趣旨を踏まえた給与減額措置の影響により、H24及び
H25について減少しています。

○�特別運営費交付金はプロジェクト単位で採択されること、特殊要因運営費交付金は、その年度の退
職手当であることから、年度ごとの増減が大きくなっています。

概要

3.運営費交付金について

　運営費交付金は、国立大学法人の業務運営のために国から措置される財源であり、大きく三つに分類す
ることができます。諸要因により交付額は変動しますが、減少傾向にあるため、さらなる経営努力が求め
られています。

　①「一般運営費交付金」………�国立大学の教育研究を実施する上で必要となる最も基盤的な経費です。�
主として退職手当を除く人件費に充てられます。

　②「特別運営費交付金」………�各大学の特性に応じた意欲的な取組や新たな教育研究ニーズへの対応を
支援するために交付される経費です。

　③「特殊要因運営費交付金」…常勤教職員の退職手当等のように国が措置する義務的経費です。
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【寄 附 金】

区　分 H23 H24 H25 H26 H27

受入件数 69 60 78 99 243

受入金額 279 313 339 296 292

【受託研究・受託事業】 (単位：百万円)

区　分 H23 H24 H25 H26 H27

受託研究 26 29 38 36 129

受託事業 74 59 52 47 77

【科学研究費助成事業】

区　分 H23 H24 H25 H26 H27

受入件数 218 243 282 287 281

受入金額 275 294 288 293 265

(単位：件、百万円)

(単位：件、百万円)

0

50

100

150

H23 H24 H25 H26 H27
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受託事業
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H23 H24 H25 H26 H27

受入金額

受入件数

受入金額 受入件数

受入金額 受入件数

受入状況

4.外部資金について

寄附金とは、寄附者が国立大学法人
の業務の実施を財産的に支援する目
的で提供するものであり、寄附者が
あらかじめその使途を特定したり、
あるいは国立大学法人の側で使途を
示して計画的に管理支出するもので
す。

【受託研究】
受託研究は、企業・国の機関または
地方公共団体等から委託を受けて行
う研究で、本学の教育研究上有意義
なものであり、社会貢献にも寄与す
るものについて受入を行っています。

【受託事業】
教育研究活動の一環として、国の機
関または地方公共団体等から委託を
受けて行う業務で、受託事業につい
ては、文部科学省からの受託が多い
中、近年では地方自治体からの受託
も増えています。

文部科学省及び日本学術振興会が交
付を行っている科学研究費補助金は、
人文・社会科学から自然科学まで全
ての分野にわたり、基礎から応用ま
でのあらゆる「学術研究」を格段に発
展させることを目的とする「競争的
研究資金」であり、独創的・先駆的な
研究に対する助成を行うものです。



関係資料

●財務指標の分析について

●国立大学法人会計基準について
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【貸借対照表】

H23 H24 H25 H26 H27

流動資産(百万円) 3,189 3,293 4,314 3,631 2,295

本学 98.1% 96.6% 110.3% 97.5% 91.0%

Eｸﾞﾙｰﾌﾟ平均 96.2% 95.5% 96.6% 94.2% 89.1%

【損益計算書】

H23 H24 H25 H26 H27

人件費(百万円) 9,318 9,031 9,166 9,623 9,911

本学 78.5% 78.0% 76.1% 77.6% 78.3%

Eｸﾞﾙｰﾌﾟ平均 77.7% 76.4% 73.3% 75.7% 77.4%

【損益計算書】

H23 H24 H25 H26 H27

一般管理費(百万円) 438 367 398 405 389

本学 3.7% 3.2% 3.3% 3.3% 3.1%

Eｸﾞﾙｰﾌﾟ平均 4.2% 4.1% 4.2% 4.4% 4.3%

流動資産
×100

流動負債

人件費
×100

業務費

一般管理費
×100

業務費

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H23 H24 H25 H26 H27

流動資産

本学

Eｸﾞﾙｰﾌﾟ平均

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

0

100

200

300

400

500

H23 H24 H25 H26 H27

一般管理費

本学

Eｸﾞﾙｰﾌﾟ平均

70.0%

72.0%

74.0%

76.0%

78.0%

80.0%

8,400
8,600
8,800
9,000
9,200
9,400
9,600
9,800

10,000

H23 H24 H25 H26 H27

人件費

本学

Eｸﾞﾙｰﾌﾟ平均

流 動 比 率

人件費比率

一般管理費比率

財務指標の経年（過去5年）比較
財務指標 指標の説明 指　標（過去5年&グループ内比較）

財務指標の分析について

【Eグループ】
国立大学法人の財務分析上、グループ別に比較している。Eグループは、教育学部のみで構成される国立
大学法人であり、北海道教育大学、宮城教育大学、東京学芸大学、上越教育大学、愛知教育大学、京都教育
大学、大阪教育大学、兵庫教育大学、奈良教育大学、鳴門教育大学、福岡教育大学の11大学です。

1年以内に支払う
べき債務に対し、
支払う財源（流動
資産）をどの程度
確 保 し て い る か
を示す指標。多い

（高い）方が望まし
い。

健 全 性

効 率 性

人件費が業務費に
占める割合を示す
指標。一般的に低
い方が望ましい。

業務費に対する一
般管理費の割合を
示す指標。一般的
に低い方が望まし
い。
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外部資金比率

【損益計算書】

H23 H24 H25 H26 H27

外部資金(百万円) 391 340 323 325 379

本学 3.2% 2.9% 2.6% 2.5% 2.9%

Eｸﾞﾙｰﾌﾟ平均 2.2% 2.1% 2.1% 2.0% 2.1%

【損益計算書】

H23 H24 H25 H26 H27

教育経費(百万円) 1,728 1,696 2,048 1,882 1,983

本学 14.6% 14.7% 17.0% 15.2% 15.7%

Eｸﾞﾙｰﾌﾟ平均 15.6% 16.5% 19.4% 17.7% 16.5%

【損益計算書】

H23 H24 H25 H26 H27

研究経費(百万円) 477 522 524 436 331

本学 4.0% 4.5% 4.4% 3.5% 2.6%

Eｸﾞﾙｰﾌﾟ平均 3.3% 3.6% 3.7% 3.1% 2.8%

外部資金※
×100

経常収益

※外部資金：受
託研究等収益＋
受託事業等収益
＋寄付金収益

教育経費
×100

業務費

教育経費比率

研究経費
×100

業務費

研究経費比率

0.0%
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本学

Eｸﾞﾙｰﾌﾟ平均
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研究経費

本学

Eｸﾞﾙｰﾌﾟ平均
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10.0%

15.0%
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0
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教育経費

本学

Eｸﾞﾙｰﾌﾟ平均

財務指標 指標の説明 指　標（過去5年&グループ内比較）

経常収益に対する
外部資金の占める
割合を示す指標。
大学の資金獲得活
動の状況を示し、
高 い 方 が 望 ま し
い。

※外部資金：受
託研究等収益＋
受託事業等収益
＋寄附金収益

発 展 性

活 動 性

研究経費が業務費
に占める割合を示
す指標。一般的に
高 い 方 が 望 ま し
い。

教育経費が業務費
に占める割合を示
す指標。一般的に
高 い 方 が 望 ま し
い。
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特徴

各会計制度の主な特徴
区　　分 国立大学法人会計基準 企業会計 官庁会計

目　　的 財政状態・運営状況の開示
業績評価のための情報 財政状態・経営成績の開示 予算とその執行状況の開示

記帳方式 複式簿記 複式簿記 単式簿記
認識基準 発生主義 発生主義 現金主義

予算・決算 予算（中期計画・年度計画）
と決算の双方を重視 決算中心主義 予算中心主義

報告、開示
書類 財務諸表、決算報告書 財務諸表 歳入歳出決算書

利　　益 努力認定により目的積立金
として繰越可能

株主への配当、企業の裁量で
処分可能 収支均衡が原則

会計基準等 国立大学法人会計基準 企業会計原則 財政法、会計法、予決令

国立大学法人会計に特有な会計処理

運営費交付金と授業料等の会計処理

国立大学法人会計基準について

　文部科学省から交付されている運営費交付金、学生・保護者からいただく授業料等は、国立大学法人が
その本来業務を遂行するための財源として負託されたものであるため、その受入（入金）時点では、いった
ん負債（債務）に計上し、各事業（業務）の達成度に基づき収益へと振替えます。収益化の基準は、次のと
おりです。

　固定資産を取得した際には、「減価償却費」という費用勘定に対応させるために「資産見返負債」という
負債勘定に取得した資産と同額をいったん計上し、その後毎年度発生する減価償却費（費用）と同額を資
産見返負債戻入（収益）として計上します。この会計処理により、費用と収益を計算上維持し損益の均衡を
図っています。

　国立大学法人会計は、国立大学法人の財政状況を適切に反映した財務諸表を作成し開示することを目的
とし、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に基づいた会計処理を行っています。
　この国立大学法人会計基準及び同基準注解は、企業会計原則を原則としつつも、国立大学法人が教育研
究を主たる業務とし、その財源の多くが税金で賄われるなど公共性が高いことから、利益の獲得や独立採
算制を前提としておりません。

期間進行基準 一定の期間の経過に伴い業務が達成されたとみなし収益化する基準
業務達成基準 当該業務の達成度に応じて収益化する基準
費用進行基準 業務のための費用の発生額と同額の業務が達成されたとみなし収益化する基準

収益化の基準

減価償却費と収益の対応関係



運営財源 財務諸表等

国民の皆様より

運営費交付金
補助金 ※業務運営・業務遂行

　教育・学生支援
　研究・地域貢献
　学生募集

※予算の編成・執行

学生・保護者の皆様より　　

検定料・入学料
授業料

企業・個人（保護者含）

寄附金
受託研究費

国立大学法人独自の書類

財務諸表等について

貸借対照表 損益計算書 決算報告書

貸借対照表の｢当期未処分利益｣と損益
計算書の｢当期総利益｣は一致します。

損益計算書の｢当期総利益｣と決算報告書の
｢収入ー支出｣は作成基準が異なるため一致
しません。

大学運営・経営

負　債

純資産

国立大学法人は、財務諸表等を毎事業年度作成し、監事及び会計監査人による監査を受けた上で、
事業年度終了後３か月以内に文部科学大臣に提出し、その承認を受けることになっています。

当期未処分利益

キャッシュ・フロー
計算書

附属明細書

事業報告書

国立大学法人等業務
実施コスト計算書

国の会計に準じた書類

決算報告書

損益計算書

貸借対照表

利益の処分に
関する書類

資　産

当期総利益 目的積立金取崩額

費　用 収　益

補助金 収入ー支出

施設費等
自己収入

運営費交付金 人件費・
教育研究経費
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国立大学法人会計の仕組みと財務諸表
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